
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人長岡技術科学大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事 　法人の長の改定内容と同じ

理事（非常勤） 　該当者なし

監事 　該当者なし

監事（非常勤）

  ②  平成29年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成29年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

本学は、大学院に重点を置いた工学系の新構想大学として、現実の技術対象を科学的
視点で捉え直し、それによって更なる技術体系を発展させる“技学”の創出と未来社会で
持続的に貢献する実践的・創造的能力と奉仕の志を備えた指導的技術者の養成を理念
に掲げており、学長のリーダーシップの下で、大学全体が一丸となり業務を推進している。

役員の報酬水準については、役員の職務内容・責任の度合いを総合的に勘案し設定し
ている。

国立大学法人長岡技術科学大学役員報酬規則により、文部科学省国立大学法人評
価委員会の行う業績評価結果及び役員としての在学生2,000人以上、教職員350人余
りの国立大学での教育、研究、社会貢献の各分野における業務に対する貢献度等を
総合的に勘案し、役員の期末特別手当（賞与）の額の100分の10の範囲内で増減す
る。

役員の報酬は、国立大学法人長岡技術科学大学役員報酬規則に則

り、本給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当、期末特

別手当及び寒冷地手当とする。
なお、平成29年度では、期末特別手当支給率の引き上げ（年間0.1ケ

月）を実施した。

非常勤役員の報酬は、国立大学法人長岡技術科学大学役員報酬規則
に則り、非常勤役員手当とする。



２　役員の報酬等の支給状況
平成29年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,387 11,580 4,756 51 （寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

12,933 9,132 3,751 50 （寒冷地手当）

千円 千円 千円 千円

13,219 9,132 3,751
266
48
21

（単身赴任手
当）
（寒冷地手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,646 7,615 3,497

791
552
51

138

（地域手当）
（単身赴任手
当）
（寒冷地手当）
（通勤手当）

3月30日

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200
（　　　　）

＊

千円 千円 千円

1,200 1,200
（　　　　）

・総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
・「＊」は、退職公務員を示す。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事 　法人の長と同じ

　理事（非常勤） 　該当者なし

　監事 　該当者なし

　監事（非常勤） 　法人の長と同じ

【文部科学大臣の検証結果】

法人の長

A理事

C理事

前職
就任・退任の状況

B理事

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

その他（内容）
役名

本学は、大学院に重点を置いた工学系の新構想大学として、現実の技術対
象を科学的視点で捉え直し、それによって更なる技術体系を発展させる“技
学”の創出と未来社会で持続的に貢献する実践的・創造的能力と奉仕の志を
備えた指導的技術者の養成を理念に掲げており、学長のリーダーシップの下
で、大学全体が一丸となり業務を推進している。

役員の報酬水準については、役員の職務内容・責任の度合いを総合的に
勘案し設定しており、妥当であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
法人との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成29年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当なし

理事A

判断理由
該当者なし

該当者なし

監事B
（非常勤）

法人での在職期間

監事A
（非常勤）

理事B

理事C

該当者なし

該当者なし

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

該当者なし

理事C

理事B

法人の長

理事A

法人の長

該当者なし



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成29年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

278 47.6 7,251 5,246 62 2,005
人 歳 千円 千円 千円 千円

115 44 5,430 3,995 73 1,435
人 歳 千円 千円 千円 千円

162 50.3 8,559 6,145 55 2,414
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分 うち賞与

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内平均年齢

常勤職員

平成29年度の年間給与額（平均）

総額
人員

医療職種
（病院看護師）

人事院の調査結果による地域における他の企業等の給与水準を考慮し、一般職
の職員の給与に関する法律等に準拠した給与・手当額を基礎としている。組織ごと
に人件費の目安となる職員数の上限を定め、事業・業務の効率化及び適正な人員
配置を実施するとともに、総人件費改革を踏まえた人件費抑制計画に基づき適正
に管理を行う。

優れた業績等があったと認められる職員に対しては、職員の勤務成績を総合的に勘
案し、昇給又は賞与（勤勉手当）に反映させる。

国立大学法人長岡技術科学大学職員給与規則に則り、基本給（本給、本給の調
整額）、 諸手当（管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手
当、住居手当、 通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、入試手当、超過勤務手
当、休日給、管理職員 特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当）とす
る。

なお、平成29年度では、①本給表の水準を平均０．２％引き上げ、②初任給調整手
当の支給月額の引き上げ、③勤勉手当支給率の引き上げ（年間 ０．１ケ月）、④特殊
勤務手当（文部科学省研修生手当）支給額の引き上げ（係員級 俸給月額の４％相
当）を実施した。



人 歳 千円 千円 千円 千円

14 37.8 7,384 7,384 25 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 37.8 7,384 7,384 25 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：本法人に在職していない在外職員、任期付職員、医療職種（病院医師）は記載を省略した。

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 41.7 4,949 3,636 27 1,313
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 41.7 4,949 3,636 27 1,313

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

常勤職員（年俸制）

教育職種
（大学教員）

その他

リサーチ・アドミニスト
レーター

注３：医療職種（病院看護師）、リサーチ・アドミニストレーター及び再任用職員の事務・技術及び
教育職種（大学教員）については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるお
それのあることから、人数以外は記載していない。

事務・技術

教育職種
（大学教員）

常勤職員（年俸制）

非常勤職員

再任用職員



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及
び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注２：事務・技術職員内の年齢20～23歳の該当者は２人であるため、当該個人に関する情報が特定れるおそれのあるこ
とから、年間給与については表示していない。
注３：教育職員（大学教員）内の年齢28～31歳の該当者は２人であるため、当該個人に関する情報が特定れるおそれの
あることから、年間給与については表示していない。
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③
（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

9 56.3 7,299

15 52.4 6,474

45 49.1 5,788

19 41.1 5,003

27 28.8 3,620

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

70 57.1 9,864

61 46.4 8,105

3 41.8 7,147

27 42.8 6,155

1

注

④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％

59.5 59.6 59.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.5 40.4 40.5

％ ％ ％

         最高～最低 44.1～38.8 43.6～38.8 43.8～38.8

％ ％ ％

59.1 59 59.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.9 41 40.9

％ ％ ％

         最高～最低 45.1～38.1 46.2～37.5 44.8～38.4

（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％

57.4 58.1 57.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.6 41.9 42.3

％ ％ ％

         最高～最低 46.1～39.7 45.8～39.4 45.7～39.7

％ ％ ％

59.2 59.3 59.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.8 40.7 40.7

％ ％ ％

         最高～最低 46.5～38.2 46.2～38.2 45.6～38.2

賞与（平成29年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

：助手の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年
齢及び年間給与額は表示していない。

千円

　代表的職位
　　・教授
　　・准教授
　　・講師
　　・助教
　　・助手

12,238～8,569

8,989～6,816

7,562～6,426

6,800～5,215

7,076～5,752

6,291～4,641

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（最高～最低）

一律支給分（期末相当）

人員

　代表的職位
　　・課長
　　・課長補佐
　　・係長
　　・主任
　　・係員

5,502～2,655

年間給与額
分布状況を示すグループ

千円

区分

管理
職員

一般
職員

平均年齢

5,990～4,102

7,896～6,191

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

（法人の検証結果）

（文部科学大臣の検証結果）

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 90.8

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　      　　90.7

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　  　　80.1

・年齢勘案　　　　　　　　  　　　79.6
・年齢・地域勘案　　　　　　　　87.7

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　87.7

注：上記の比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に平成29年度の教育職員（大学教員）
と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

人事院勧告並びに近隣の国立大学法人の給与水準を基に
学内で検討を重ね給与を決定した。給与水準は適正なものに
なっている。

優れた業績等があったと認められる職員に対しては、職員の勤務成績を総合的に勘案
し、昇給又は賞与（勤勉手当）に反映させる。

（扶養親族がいない場合）
○ ２２歳（大卒初任給）
月額 185,167円 年間給与2,991,191円
○ ３５歳（主任）
月額 287,858円 年間給与4,771,114円
○ ５０歳（係長）
月額 339,292 円 年間給与5,632,339円
※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者10,000円、子１人につき8,000円） を支給

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 63.0％】
（国からの財政支出額 4,323百万円、支出予算の総額 6,852
百万円：平成29年度予算）
【累積欠損額 累積欠損額なし（平成28年度決算）】
【管理職の割合 8.6％（常勤職員数115名中10名）】
【大卒以上の高学歴者の割合 50.4％（常勤職員数115名中
58名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額 40.6％】
（支出総額 6,513百万円、給与・報酬等支給総額 2,650百万

給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となって
いること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正
な給与水準の維持に努めていただきたい。

国からの財政支出の割合は50%を超えているが、上記の検証
のとおり、対国家公務員指数79.6という適切な給与水準を確保し
ている。今後も同様な水準を維持できるように予算の適切な管
理・運営を図りたい。



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

区　　分

給与、報酬等支給総額
2,650,333 2,667,978

3,691,419

退職手当支給額
172,572 201,647

429,179 435,668

379,444 386,126
非常勤役職員等給与

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
3,631,528

福利厚生費

○給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の前年度からの主な増減について

①給与、報酬等支給総額（Ａ）の増△減額の要因（対前年度比 17,645千円）
・前年度に比して0.6％の増額となっている。これは、人事院勧告に伴う就業規則の改正による本給の
引き上げ及び勤勉手当支給率の引き上げが要因と考えられる。

②退職手当支給額（Ｂ）の増△減額の要因（対前年度比 29,075千円）
・前年度に比して16.8％の増額となっている。これは、退職者の増が要因と考えられる。

③非常勤役職員等給与（Ｃ）の増△減額の要因（対前年度比 6,682千円）
・前年度に比して1.8％の増額となっている。これは、競争的資金（補助金及び外部資金等）により雇用
の産学官連携研究員等の増が要因と考えられる。

④福利厚生費（Ｄ）の増△減額の要因（対前年度比 6,488千円）
・前年度に比して1.7％の増額となっている。これは、常勤教職員の共済組合負担金及び非常勤職員
の社会保険料の増が要因と考えられる。

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29 年11 月17 日閣議決定）に基づき、以下の
措置を講ずることとした。

役職員の退職手当について、規則上設けられた「調整率」の引下げを実施した。
役員に関する講じた措置の概要：規則上設けられた「調整率」を平成30年１月から87/100から

83.7/100に引き下げた。
職員に関する講じた措置の概要：規則上設けられた「調整率」を平成30年2月から87/100から

83.7/100に引き下げた。
なお、職員への周知期間を設けることから、措置の開始時期は、国家公務員に係る措置時期（平成

30年１月１日）と異なる取扱いとした。


